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令和6年度補正

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業

先進的省エネルギー投資促進支援事業

エネルギー使用合理化等事業者支援事業

成果報告



はじめに

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（SII）は、平成23年度以降、省エネ補助

金を執行しております。

次ページ以降に、各事業における実績データの分析結果をまとめています。

今後、設備更新を計画されている皆さまの一助としてご活用いただければ幸いです。

事業年度 事業名 記載方法

省エネ
補助金

平成23年度～
令和2年度

エネルギー使用合理化等事業者支援事業 合理化補助金

令和3年度～
令和4年度

先進的省エネルギー投資促進支援事業 先進補助金

令和4年度補正～

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業 需要構造転換補助金

省エネルギー投資促進支援事業 省エネ投資促進補助金

注：資料上は、以下のように省エネ補助金の各事業を記載する。
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需要構造転換補助金の
概要と申請・採択等の状況

① 需要構造転換補助金の概要

② 需要構造転換補助金の申請・採択件数



① 需要構造転換補助金の概要

（Ⅰ）工場・事業場型

先進枠 一般枠 中小企業投資促進枠

導入設備
（補助対象設備）

（ａ）先進設備・システム
（ｂ）オーダーメイド型設備

（ｃ）指定設備

事業要件

資源エネルギー庁に設置された「先進的な省エネ技
術等に係る技術評価委員会」において決定した審査
項目に則り、SIIが設置した外部審査委員会で審
査・採択した「先進設備・システム」へ更新等する事
業

機械設計が伴う設備又は事業者の使用目的や用途に合わせて設計・製造する「オーダーメイド型設備」、
又はSIIがあらかじめ定めたエネルギー消費効率等の基準を満たし、SIIが補助対象設備として登録及び公
表した「指定設備」へ更新等する事業
※ オーダーメイド型設備と指定設備を組み合わせる事業や、複数の指定設備を更新する事業も対象となる。

省エネルギー
効果の要件

申請単位において、原油換算量ベースで以下のいず

れかの要件を満たす事業

①省エネ率+非化石割合増加率:30%以上

②省エネ量＋非化石使用量:1,000kl以上

③エネルギー消費原単位改善率:15%以上

※非化石転換の場合も増エネ設備は対象外。

※「一般枠」の補助対象設備を組み合わせて上記要件を満たすこと

も可とする。

申請単位において、原油換算量ベースで、以下のい

ずれかの要件を満たす事業

①省エネ率+非化石割合増加率:10%以上

②省エネ量＋非化石使用量:700kl以上

③エネルギー消費原単位改善率:7%以上

※非化石転換の場合も増エネ設備は対象外

申請単位において、原油換算量ベースで、以下のい

ずれかの要件を満たす事業

①省エネ率+非化石割合増加率:7%以上

②省エネ量＋非化石使用量:500kl以上

③エネルギー消費原単位改善率:5%以上

※非化石転換の場合も増エネ設備は対象外

※SIIが指定するフォーマットにより、一般枠の効果を満たす事業計

画書を作成・公表すること。

補助対象経費 設計費、設備費、工事費

補助率

中小企業等 2/3以内 1/2以内
※投資回収年数7年未満の事業は1/3以内

1/2以内
※投資回収年数5年未満の事業は1/3以内

大企業、その他 1/2以内 1/3以内
※投資回収年数7年未満の事業は1/4以内

対象外

補助金限度額
（）内は非化石

単年度事業
【上限額】15億円（非化石転換の場合は20億円）

【下限額】100万円
【上限額】15億円（非化石転換の場合は20億円）

【下限額】100万円

複数年度事業

【上限額】30億円/事業全体（15億円/年度）
非化石転換の場合は40億円/事業全体（20億円/年度）

【下限額】100万円/年度

【上限額】20億円/事業全体（15億円/年度）
非化石転換の場合は30億円/事業全体（20億円/年度）

【下限額】100万円/年度

連携事業

【上限額】30億円/事業全体（15億円/年度）
非化石転換の場合は40億円/事業全体（20億円/年度）

【下限額】100万円/年度

【上限額】30億円/事業全体（15億円/年度）
非化石転換の場合は40億円/事業全体（20億円/年度）

【下限額】100万円/年度
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① 需要構造転換補助金の概要

注：本資料上は、以降、事業区分を（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅳ）とし、補助対象設備を（a）～（d）と記載する。

（Ⅱ）電化・脱炭素燃転型 （Ⅳ）エネルギー需要最適化型

導入設備
（補助対象設備）

（ｃ）指定設備のうち電化や
脱炭素目的の燃料転換を伴う設備

（ｄ）EMS機器

事業要件

化石燃料から電気への転換や、より低炭素な燃料への転換等、電化や脱炭
素目的の燃料転換を伴う指定設備等へ更新等する事業

SIIに登録されたEMSを用いて、より効果的にエネルギー使用量削減及びエ
ネルギー需要最適化を図る事業

省エネルギー
効果の要件

SIIが予め定めたエネルギー消費効率等の基準を満たし、補助対象設備とし
て登録及び公表した以下の指定設備へ更新等し、電化・脱炭素目的の燃
料転換を実現する事業。

指定設備（※）
②産業ヒートポンプ
③業務用ヒートポンプ給湯器
④高性能ボイラ
⑤高効率コージェネレーション
⑥低炭素工業炉
※上記に該当しない「その他SIIが認めた高性能な設備」のうち、電化・脱炭素燃転に資すると

して指定した設備も対象となる。
※ヒートポンプで対応できる低温域は電化のみ対象となる。
※ヒートポンプなど、一部機器について併用を認める。

（但し、併用する場合であっても将来的には非化石転換に向けたリプレースを目指すことを求め
る。）

SIIが予め定めたシステム要件を満たし、補助対象設備として登録及び公表

したEMSを導入して、導入する範囲において設備又は工程単位のエネルギー

消費状況を把握・表示・分析し、運用改善を実施すること。

EMSを活用した省エネの中長期計画を作成、改善による成果の公表を行う

こと。

（原油換算ベースで2％改善を目安とする）

補助対象経費
設備費、工事費

※ 工事費は中小企業者等に限る。
※ 電化の場合は付帯設備も対象とする

設計費、設備費、工事費

補助率

中小企業等

1/2以内

1/2以内

大企業、その他 1/3以内

補助金限度額

【上限額】3億円/事業全体
電化する事業の場合は5億円/事業全体

【下限額】30万円

【上限額】1億円/事業全体

【下限額】30万円
※ 事業区分（Ⅳ）と（Ⅰ）、（Ⅱ）を組み合わせて申請する場合は、各事業区

分と（Ⅳ）エネルギー需要最適化型のそれぞれの上限額の合計を事業全体の上
限額とする

6



新規事業の申請・採択件数 中小企業の申請・採択件数

新規事業の申請・採択件数／中小企業の申請・採択件数

7

●申請数：

779件

●採択数：

649件

●申請数：

630件

●採択数：

516件

不採択
130件

採択
516件

不採択
114件

採択
649件

② 需要構造転換補助金の申請・採択件数

採択率

83.3％
採択率

81.9％



1章 省エネ補助金の申請・採択等の状況

１-① 新規事業の申請・採択件数の推移

１-② 新規事業の申請・採択金額の推移

１-③ 新規事業の中小企業割合



１-① 新規事業の申請・採択件数の推移
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合理化補助金 先進補助金
需要構造

転換補助金 

◆H23～R7年度における累計の申請件数は、約42,000件。
 累計の採択件数は、約26,800件。

※2

※1 H31年度は同時期に実施していた省電力補助金は含まない
※2 「省エネ投資促進補助金」の件数を含む
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事業区分（Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ）採択件数
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１-② 新規事業の申請・採択金額の推移
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◆H23～R7年度における累計の申請金額は、約4,500憶円。
 累計の採択金額は、約2,800憶円。
※ 複数年度事業は初年度の補助金額のみを計上（2年目以降の補助金額は含まない）

合理化補助金 先進補助金

申
請
金
額
／
採
択
金
額

[億円]

1,400
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0
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／
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Ⅰ.工場・事業場単位 申請金額

Ⅰ.工場・事業場単位 採択金額

事業区分(A,B,D) 申請金額

事業区分(A,B,D) 採択金額

累計申請金額

累計採択金額

Ⅱ.設備単位 申請金額

Ⅱ.設備単位 採択金額

事業区分(C)申請金額

事業区分(C)採択金額

事業区分(Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ)申請金額

事業区分(Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ)採択金額

事業区分(Ⅲ,Ⅳ)申請金額

事業区分(Ⅲ,Ⅳ)採択金額

4,200

3,500

2,800

2,100

4,477億円

累計申請金額 4,900

累計採択金額
2,830億円

需要構造
転換補助金 
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１-③ 新規事業の中小企業割合
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◆R7年度は申請・採択とも、8割近くが中小企業。

合理化補助金 先進補助金
需要構造

転換補助金 

［件］

申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択 申請 採択

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

中小企業以外

中小企業

54% 51%

54%

49%

40%

46%

38%

44%

45%

64%
45%

51%

61%

65% 55%

61%

64%
62%

74%

76%

74%

75%
64%

69%

76%

77%

77%

80%

75%

77%



2章 需要構造転換補助金の
事業区分ごとの分析

２-①平均省エネルギー率の推移

 ２-② 需要構造転換補助金の採択概要
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２-① 平均省エネルギー率の推移

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

12.0%

11.1%

16.5%
16.0%

18.8%

22.5%

21.2%

22.4%

18.1%

21.6%

15.9%

19.6%

14.5%

13.2%

17.3%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

平均省エネ率（採択）

◆ 令和5年度以降では、予算規模が拡大したことで、幅広い事業に支援をおこなうことができた。

※ 各年度における工場・事業場単位事業（事業区分Ⅰ）の平均省エネルギー率の推移

合理化補助金
需要構造

転換補助金
先進

補助金

令和5年度より
予算規模が拡大



＜1．申請・採択結果概要＞

※  「計画省エネ量」は、採択事業の合計値

申請件数 採択件数 採択率
採択金額

合計
計画省エネ量

779 件 649 件 83.3 % 884 億円 136,239.7 kl

＜2．事業区分別 採択事業概要＞

事業区分 平均省エネ率 平均省エネ量
平均

経費当たり省エネ量

Ⅰ 工場・事業場型
17.3 % 284.7 kl 4.2 kl/千万円

Ⅳ エネルギー需要最適化型

Ⅱ 電化・脱炭素燃転型 10.6 % 18.0 kl 7.1 kl/千万円
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２-② 需要構造転換補助金の採択概要

※ 省エネ率、省エネ量、経費当たり省エネ量の平均値は、採択事業における各申請の合計値を採択件数で割った値
※  （Ⅰ）工場・事業場型、（Ⅳ）エネルギー需要最適化型の経費当たり省エネ量は、省エネ量と非化石使用量の合計値を補助

対象経費で割った値



※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※R2年度実績には、H31年度 省電力補助金の効果は含まない
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計

３-① 実績省エネルギー量

３-② 業種別構成比

３-③ 業種別実績値

３-④ 業種別平均値

３-⑤ 事業所規模別の平均値

3章 実績省エネルギー効果からの分析
  省エネ補助金／工場・事業場単位（事業区分（Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ ））
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実績省エネルギー量

累計省エネルギー量
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28
15

20

25

13

※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績
省エネルギー量

（万kl）
4 22 61 105 155 188 216 231 251 276 289 292 293

3

累計省エネルギー量
2,380万kl

2

実
績
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

[万kl]

累
計
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

[万kl]

0

250

500

750

1,250

1,750

2,250
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◆業種ごとに分けてみると…

３-② 業種別構成比

補助金交付額

2,737億円

実績省エネルギー量

293万kl

事業件数

7,811事業

72.8%

60.6%

25.4%

11.6%

3.6%

0.4%

6.3%

13.2%

41.9%

3.0%

6.3%

5.1%

1.7%

4.3%

9.6%

4.6%

12.0%

17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業、小売業 運輸業、郵便業 生活関連サービス業、娯楽業 その他

※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計



1,376

749

401

3,273

30

1,982

0 1,000 2,000 3,000

その他

生活関連サービス業、娯楽業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業
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３-③ 業種別実績値

実績
省エネルギー量

293万kl

補助金交付額

2,737億円
事業件数

7,811事業

※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ, Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計

329

118

172

361

98

1,659

0 200 400 1,600

13

5

9

18

34

214

0 20 40 220
[件] [億円] [万kl]

3,500



0 400 800 12,000

全体
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３-④ 業種別平均値

○平均省エネルギー量 ○平均省エネルギー率

23

21

24

27

14

14

0 10 20 30

98 

67 

217 

56 

11,360 

1,077 

0 500 1,000 1,500

その他

生活関連サービス業、娯楽業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

全体平均

1事業あたり
376 kl

0 10 20 30

全体

［kl］ ［％］

※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ, Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計

1事業あたり
22 %

12,000



［％］

◆事業所の規模ごとに分けてみると…

［kl］
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○平均省エネルギー量 ○平均省エネルギー率

３-⑤ 事業所規模別の平均値

0 1,000

カテゴリ 1
全体平均

1事業あたり
376 kl

0 10 20 30

カテゴリ 1 1事業あたり
22 %

※事業完了後、補助事業者が一年間の省エネルギー量を計測して、SIIへ成果報告を行った数値を集計
※各年度における工場・事業場単位（事業区分（ Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ ））の数値を集計

事

業

所

の

規

模

8

14

17

22

28

0 10 20 30

カテゴリ 1

カテゴリ 2

カテゴリ 3

カテゴリ 4

2,493 

166 

116 

68 
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0 500 1,000

1,500

1,000-1,500

500-1,000

200-500

200

200-500kl

500-1,000kl

1,000-1,500kl

1,500kl以上

200kl未満

2,500



4章 省エネ補助金活用事例について

※ 省エネ投資促進・需要構造転換支援事業費補助金では、『省エネ補助金活用事例』
を公開することで、省エネ計画を支援しています。 

省エネ補助金活用事例
検索URL



省エネ補助金活用事例について

22

省エネ補助金活用事例検索

• 基本的な「業種」「地域」「導入設備カテゴリ」検索に加え、「燃料転換」や「非化石設備導入」といった

一歩進んだ取組みや、「エネマネ事業」等の専門的なカテゴリにも対応し、多様なニーズに応える

検索が可能。

• 設備投資による省エネを検討している事業者の計画策定に役立つ、様々な業種、設備の事例を

今後も拡充していく。

◆SIIのホームページでは「省エネ事例検索サイト」を公開

業種、地域、導入設備、省エネルギー量、補助対象経費、事例の内容、事業者名で検索が可能

2026年4月時点で 259 件を公開



省エネ補助金活用事例について
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公表事例のイメージ

• 省エネ補助金の活用を通じて得られたメリットを「事業者の生の声」「省エネ効果・削減コスト」

「省エネのポイント」等を交えて分かりやすく公表し、設備投資に足踏みしている事業者の

前向きな検討を促す。

• 業種・設備区分ごとに代表的な事例についてはENEX2026でも紹介を行った。

◆省エネ補助金を活用して省エネ型設備を導入した事例を公開中

補助金を活用した事業者の生の声を紹介

省エネ効果・削減コストを公表

省エネのポイントを詳しく説明
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